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はじめに

　本書では、国と地方の雇用政策に関しては、一方においては自治
体もまた生活保護や生活困窮者自立支援や障害者福祉などの多様な
福祉事業を次第に担当するようになってきていることから、国が実
施する雇用政策との連携や調整をはかる政策的意義が高まっている
こと（就労支援の包括化）、他方においては、自治体は住民により
身近な多様な地域主体（例えば地域の社協、企業や地域組織等の公
益的な支援組織）との連携を通じて、生活相談から就労支援にいた
るまでの総合的で個別的な支援を実施する政策的意義が高まってい
ること（就労支援の総合化）について検討をしている。
　本研究会の重要な論点として、国（ハローワーク、雇用保険、求
職者支援給付、教育訓練給付等）と都道府県（公共職業訓練等）と
市町村（生活保護・生活困窮者対策（就労支援事業等）、障害者支援、
自治体雇用政策等）に分散している広義の雇用政策にかかる権限と
財源を、（生活困窮者自立支援の就労支援など）多様な相談窓口を
持つようになった自治体（特に都市自治体）が、国や都道府県と今
後どのように連携・統合させていけばよいのかといった点があった。
　本研究会では、学識委員とゲストスピーカーからの研究報告を通
じて議論を深めるとともに、自治体への現地調査を進めてきたが、
1年目の 2024年の 2月末には厚生労働省職業安定局公共職業安定
所運営企画室より、ハローワークの概要、労働行政の地方分権化の
現状についての貴重なご報告もいただくことができた。そこで、本
章では紙幅と時間が制約されているものの、そうした国の雇用政策
への取組を概観した上で（6-1節～ 6-7節）、研究会での意見交換
を概観し（6-8節）、その上で本書のテーマである国と自治体との
連携（就労支援の包括化）、地域との連携（就労支援の総合化）と
いう観点から 3つの論点を提示する（6-9節）。
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6-1　ハローワークの概要

　まず、本節以降（6-1節～ 6-7節）で、厚生労働省職業安定局公
共職業安定所運営企画室からのご報告の概要を紹介することとした
い。まず、図表 6-1にあるように、ハローワークは憲法に定められ
た勤労権の保障のため、最も主要な業務として職業紹介業務を実施
することで労働市場における労働者と企業をマッチングする機能を
担っている。ただし、こうしたマッチングは市場原理に全面的に任
せると就職しにくい求職者が出てきたり、採用しにくい企業が出て
きたりといった形で一定のひずみが出てくるため、雇用対策として、
例えば障害者雇用率制度を設けたり、企業を支援する助成金を設け
たりすることで、市場のゆがみを補正してマッチングを実現してい
るという。ただ、こうした雇用対策を打ってもなお仕事にありつけ
ない、いい仕事が見つからないという人々の生活を支えるために、
雇用保険または求職者支援制度を通じて生活の安定を図るのであ
る。具体的には、2022年度実績で、新規求職者数 458.6万件、新
規求人数 1052.8万件、就職件数 122.6万件という求人と求職の 1
年間の規模感の説明があった。
　さらに、ハローワークの職業紹介業務の特色として、障害者や生
活保護受給者の方など民間の職業紹介事業等では就職へ結びつける
ことが難しい就職困難者や人手不足の中小零細企業を中心に無償で
支援を行う雇用のセーフティネットの中心的役割を担うものとの認
識も示された。ハローワークでは近年増加している就職困難者の方
などへの就職支援も実施しており、例えば障害者の方に対する関係
機関と連携したチーム支援による職業紹介と障害者雇用率達成指導
を一体とする支援などもしているとの指摘もなされた。
　次に、図表 6-1、図表 6-2にあるように、ハローワークは厚生労
働省が 47都道府県の労働局の職業安定部の下に全国に設置してい
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出典：図表 6-1に同じ

図表6-2　ハローワークの専門支援・施設（2023年 4月現在）

図表6-1　ハローワークの概要

出典： 厚生労働省職業安定局公共職業安定所運営企画室（2023）「第 6回都市
自治体の就労支援・職業教育のあり方に関する研究会　説明資料」※こ
れ以降の図表も同じ
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る国直系の組織であり、職業紹介・雇用保険・雇用対策（企業指導・
支援）の 3業務を一体的に実施している。また、ハローワーク（544
所）は全国ネットワークによる支援のほか、雇用対策協定（272自
治体）に基づく自治体とのワンストップ窓口（340カ所）等によ
り、地域密着型の就職支援を実施しており、東京の本社から一括で
求人受理して全国のハローワークで職業紹介を実施し、地域を超え
て UIJターン希望者への職業紹介を実施しているとのことであっ
た（※いずれも 2023年 9月 1日時点の数値）。
　加えて、主要国と比較して少ない職員数の下、業務システムの刷
新や PDCAサイクルを通じた全ハローワークにおける業績評価・
改善の取組を通じて、利用者サービスの向上を推進しているとのこ
とであった。
　例えば、2023年度のハローワークの人員体制は、職員数（※主
に正規職員）10,219人、相談員数（※主に非正規職員）20,123人
（2023年 4月 1日時点）であった。この職員数に関しては、職員 1
人当たり労働力人口及び失業者数を比較すると、ハローワークの職
員数は欧州主要国の 1/3～ 1/10程度ではないかとのことであった。
なお、この点は最後の考察で議論することとするが、国際比較をす
るとこうした数値は誇張ではないことがわかる。
　また、ハローワークとしては求職者に占める就職困難者数は増加
傾向にあることから、きめ細かな支援の充実が必要との考えもまた
示された。具体的には、障害者、母子世帯の母、生活保護受給者、
フリーター、刑務所出所者、高齢者に加えて、コミュニケーション
に困難を抱える者、長期失業者（不採用を繰り返す者など）等、就
職の困難な者への対応が必要との認識が示された。かつて 1995年
には労働力人口が 8000万人いたのに対して、2070年頃にはその
約半分の 4000万人ほどになることが予測されているなかで、徐々
に自力で就職できる人々はオンライン環境を充実させていけば就職
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をしていくものの、なかなか自力で就職は難しいと感じている方や
何らかの不安を感じている方などがハローワークに来場されて利用
されている傾向が年々明確になってきているのではないかとの分析
も示された。
　さて、図表 6-3にあるように、ハローワークにおける求人数は約
1000万件、就職件数は約 120万件であるが、その職業紹介業務で
は中小企業の求人が中心であり、その人材確保に貢献しているとの
ことであった。この点については、特に従業員数 100人未満の小
規模企業は、人材確保の主要な手段としてハローワークを活用して
いることが図表 6-3でも具体的に示されている。実際、ハローワー
クの求人の約 95.8％は中小企業からのものであり、その紹介を通
じて中小企業に約 117万人の就職を実現しているとのことであっ
た（また、ハローワークの就職件数の約 95.2％が中小企業のもの
であるという）。ここで、ふたたび図表 6-3を見ると、従業員 100
人未満の小規模企業の採用手段を規模別に見ると、民間職業紹介
所が存在感を年々増してきているとはいえ約 6.1％であるのに対し
て、ハローワークは 18.7％となおも 3倍以上のルートが確保され
ていることが指摘された。なお、その他の採用手段としては、広告
（33.8％）、縁故（21.8％）、ハローワーク（18.7％）、学校（6.2％）
などの採用手段が多くなっている点が注目される。
　次に、図表 6-4にあるように、都道府県別の就職件数（常用）の
状況をみると、職業紹介事業者（※民間事業者　筆者注）の紹介に
よる就職件数は東京都、大阪府、愛知県などの大都市圏に集中して
いる。これらの民間職業紹介事業者の大都市圏への集中はハロー
ワークの紹介による就職件数に比べて非常に大きくなっているとい
う。ここで就職件数が「最大の都道府県／最小の都道府県」の割合
をとって見ると以下のようになるが、これでハローワークが職業紹
介を全国規模で満遍なく行っている様子がうかがえる。
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・職業紹介事業者　東京都 382,110件／和歌山県 361件⇒約 1058倍
・ハローワーク　東京都 65,088件／鳥取県 8,678件⇒約 7.5倍

図表6-3　ハローワークの職業紹介の特徴②
―中小企業の求人が中心―

出典：図表 6-1に同じ

出典：図表 6-1に同じ

図表6-4　ハローワークの職業紹介の特徴③
―全国ネットワークで対応―
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6-2　第6次分権一括法の経緯

　続いて、図表 6-5にあるように、報告ではハローワークの地方移
管についての経緯の説明がなされた。具体的には、ハローワーク
の地方移管に関しては、当時の地方分権改革の流れの中で、（自民
党から民主党への）政権交代の中で設置された地域主権戦略会議に
よって「国の出先機関は原則廃止」との方針が 2010年 12月頃か
ら打ち出されたことに関して、国としてはそれに反対していたとの
ことであった。
　その理由として、1つには雇用保険は保険制度である以上はカ
バーする被保険者数の分母が多いほどよく（よって自治体単位より
もより広い範囲の全国民を対象とするほどよく）、もし都道府県ご
とに分割されれば地域ごとに保険料に格差が出てきてしまうこと、

図表6-5　ハローワークの地方移管の問題点

出典：図表 6-1に同じ
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2つには職業紹介の全国ネットワークを使ってマッチングをしたほ
うが（自治体の単位で区切ってマッチングをするよりも）効果的・
効率的ではないかということ（例えば、東京で受理している求人へ
の就職の約 4割が東京外からもたらされていることなど）、3つに
は景気悪化時や社会的な危機に際して、国が全国一斉の雇用対策（例
えば、コロナ対応時の雇用調整助成金の早期支給など）を実施する
ほうが効果的でスピーディに実施できるのではないかということ、
4つには ILO条約第 88条との関連で職業安定組織は国の監督下で
全国ネットワークを維持するという規定があるため、ハローワーク
の分権をした場合にはそれとの齟齬が生じてくる恐れがあることな
どをその根拠にしていたことなどが説明された。
　その後、さらに 2014年にはハローワークの求職情報も本人の同
意を得て開示をしていくというプロセスを経て、2016年 5月にこ
うした分権の議論を経て、以下のように議論が決着したという。す
なわち、この時の議論は主に国がやるか自治体がやるかという議論
をしていたが、結果として当時の石破茂地方創生担当相は国と地方
にそれぞれ言い分があり、それぞれメリットがあるということを踏
まえて、それぞれのメリットを持ち寄って利用者目線で一番いい形
をつくっていくべきではないかということで、ハローワークの全国
ネットワークは維持しながら、国と地方公共団体の連携をもっと強
化してサービスの強化を図るという方針が打ち出されたという。最
終的にはこうした分権に向けた議論の中で、国と地方のどちらかで
はなく、国と地方で協力し合っていくという結論になったという。
　その結果、図表 6-6にあるように、新たに生まれた取組が主に 4
つの取組である。まずは雇用対策法の改正によって、国と地方公
共団体で具体的にどのように連携をしていくのかという観点から 2
つの新たな取組が生まれたという。その1つ目が「雇用対策協定」で、
具体的に国と地方のそれぞれがどのような役割を持って協力してい
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くのかということを協定として文字で残して協力をしていくという
スキームが法律に書き込まれた。2つ目が「一体的実施事業」であ
り、国と自治体が窓口を並べて住民にとって利便性の高い形でサー
ビスを提供するという取組について法律で位置づけがなされた。他
方、職業安定法の改正により規制緩和がなされ、それまでは地方公
共団体の無料職業紹介が民間事業者とは同列の扱いになっていた点
を改め、新しい章を設けてあくまでも独立した存在として、国の指
導監督を受けない、届出も必要ないという位置づけとなったという
（「地方版ハローワーク」）。4つ目が、求人情報と求職情報を提供す
ることを法定化することになったことであるという。
　ハローワークの分権化、出先機関改革の議論を経てこうした 4
つの事業が新しく生まれたが、図表 6-7はその後の国と地方と民間
のそれぞれ役割分担とともに、どのような形で労働市場の中で位置

図表6-6　第 6次地方分権一括法「地域の自主性及び自立性を高
めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」
（ハローワーク地方分権部分：平成28年法律第47号）

出典：図表 6-1に同じ
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づけられているかを表した図である。この当時の分権の議論を経て、
国は全国ネットワークの職業紹介を通じて雇用のセーフティーネッ
トという役割を担うものとしてあらためて位置づけられるととも
に、地方公共団体でも福祉業務や産業誘致業務といった隣接業務と
の連携を深め、サービスの向上を図っていくという取組をその後も
続けているとのことであった。また、民間との交流もしながら、労
働市場全体をいかによくしていくのかということをこうした関係す
るプレーヤーでつくっていくというビジョンで現在は仕事をする状
況となっているという。

6-3　雇用対策協定

　雇用対策協定の状況については、図表 6-8にあるように、2024

図表6-7　雇用対策における国と地方公共団体・
民間人材ビジネスとの連携

出典：図表 6-1に同じ
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年 1月 31日時点で 283の自治体と協定が結ばれており、全ての都
道府県とともに基礎自治体とも雇用対策協定は結ばれている。　
　雇用対策協定の事例としては、図表 6-9にあるように、例えば三
重県の事例は障害者雇用を県と国が一緒になって進める事例で、各
県にある障害者雇用促進協議会をテコにして、三重県知事が県の労
働局長とタッグを組んで、企業のトップに障害者雇用を働きかけて
いく取組を進めていったため三重県の障害者雇用率が従前よりも大
幅に高くなり、最近は全国の上位のほうに入ってきているという。
　また、岡山県の事例は、図表 6-10にあるように、ウクライナ避難
民の支援として、県と岡山労働局が企業への説明会を連携して行う
取組であるという。ウクライナ避難民を受け入れるに当たっては、生
活支援から就労支援まで様々な支援が必要になってくるため、生活
支援については県から説明をし、就労支援や在留資格などについて

図表6-8　雇用対策協定の概要

出典：図表 6-1に同じ
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図表6-9　三重県と三重労働局の取組

出典：図表 6-1に同じ

図表6-10　岡山県と岡山労働局の取組

出典：図表 6-1に同じ
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は国から説明するといった形で説明会をして企業にウクライナ避難
民の受入れ促進を図るといった協力をしている事例であるという。

6-4　一体的実施事業の概要・取組 

　一体的実施事業（国と地方公共団体が相互に窓口をつくって実施
する事業）の取組については、図表 6-11にあるように、全国で今
341拠点が形成されているという。国と地方でそれぞれ窓口を設け
るため、2023年度はどのような運営をしていくかといったことを
議論する運営協議会を設け、PDCAサイクルを回しながら事業を
運営するということとなっているという。具体的には、図表 6-12
にあるように、福祉業務が最も多く、例えば生活保護の窓口の隣に
ハローワークの窓口が設置され、生活保護受給者を生活保護から就

出典：図表 6-1に同じ

図表6-11　一体的実施事業の概要
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労支援まで一貫して実施する支援や、自治体で行っているキャリア
カウンセリングの隣でハローワークの紹介業務を行うことで一体的
に就労支援を行う取組があるとのことであった。図表 6-13ではみ
やざき JOBパーク＋（プラス）（平成 26年 9月 1日事業開始）の
取組が紹介されている。
　また、図表 6-14にあるように、こうした一体的実施事業のアン
ケート結果や事業成果を見ると、利用者の方の満足度が非常に高く、
一つの場所で同じサービスが受けられるということでやはり利便性
が高いとの評価を受けているという。就職率も 38.3％で、ハロー
ワーク全体の就職率が 25％ほどということを考慮すると、国と自
治体が協力することで通常のハローワークよりも高い就職率を出し
ているという意味で実績も出ているとのことであった。

図表6-12　国及び地方公共団体が実施する業務、
支援対象者（令和４年度）（一体的実施事業）

出典：図表 6-1に同じ
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図表6-13　みやざきJOBパーク＋（プラス）
（平成26年 9月 1日事業開始）（一体的事業）

出典：図表 6-1に同じ

図表6-14　一体的実施事業における就職件数の推移

出典：図表 6-1に同じ
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6-5　地方版ハローワークについて

　地方版ハローワークの概要については、図表 6-15にあるように、
法改正前から自治体が行ってきた職業紹介であり、さきの法改正
時点では 552か所あったものが、直近の実績（2023年 11月時点）
で見ると 982か所となっているという。地方版ハローワークで取
り扱っている新規求人の数は約 21万件、就職件数は約 8,000件と
いうことになっている。ただし、こうした実績は 318か所の地方
版ハローワークの報告から集計したものということであり、分権化
以降は自治体に関しては無料職業紹介事業の実施は国には届出のみ
でよいことになってからは、実績報告が義務化されていないため、
国で把握できた 318か所の実績がこうした数値となっているとい
うことである。こうした数値はハローワークの年間の就職件数など

図表6-15　地方版ハローワークの概要

出典：図表 6-1に同じ
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と比べると規模的には小さいが、地方版ハローワークでは支援対象
者を絞ったり、企業を絞っての丁寧な支援が行われているのではな
いかという分析が示された。

6-6　求人・求職情報の提供について

　分権改革以降の「求人情報の提供」については、図表 6-16にあ
るように、既にハローワークの求人はほぼ 100％公開としているた
め、やや役割を終えた形ではあるが、まとまったデータの形で欲し
いというニーズはまだ引き続きあるため、現在でも 2,000団体以上
に情報提供しているという状況であるという。
　また、分権改革以降の「求職者情報の提供」については、図表
6-17にあるように、2023年 6月 1日時点で国から提供しているの
が約 7万人の求職者で、ハローワークの新規求職者の 14％という

出典：図表 6-1に同じ

図表6-16　ハローワークの求人情報のオンライン提供について
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数字となっている。これについては、2年前は同じ数字が 6％ほど
という実績だったのが、年々伸びているという状況であり、従前よ
り自治体からの要望が強く、ひきつづきニーズがあるという認識を
しているため、これも求職者本人のご理解をいただければ広げる努
力をしているという状況とのことであった。また、図表 6-18にあ
るように、ハローワークではサービスのオンライン化により来所せ
ずともサービスを受けられる環境整備もまた進めている。

6-7　今後の運営の方向性

　最後に、地域の関係機関との連携について、図表 6-19にあるよ
うに、ハローワークの業務をかつては民間が実施するのか、自治体
が実施するのか、国が実施するのかといった議論もあったが、今後
はより一層仕事の総合拠点としてワークできるよう、地域の様々な

図表6-17　ハローワークの求人情報の提供サービス

出典：図表 6-1に同じ
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関係団体と連携をして、ニーズを酌み取って業務をするように指示
をしているとのことであった。したがって、地域の経済団体や業界
団体、または報道機関、公共機関の方々と連携をしながら、地域の
ニーズを酌み取ってマッチングをしていく取組を現在進めていると
のことであった。
　最近の取組としては、図表 6-20にあるように、政府方針で 2022
年より三位一体の労働市場改革の指針が決定されているが、この中
でも三位一体の「リ・スキリング」と「職務給の導入」と「成長
分野への労働移動」の 3つの柱が出されており、3つ目の成長分野
への労働移動の中でハローワークのキャリアコンサルティング機
能の強化が盛り込まれているという状況となっているとのことで
あった。
　図表 6-20の「こども未来戦略方針」の中でも、いわゆるパパと

図表6-18　ハローワークサービスのオンライン化について
―来所せずともサービスを受けられる環境整備―

出典：図表 6-1に同じ
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出典：図表 6-1に同じ

図表6-19　地域の機関との連携

図表6-20　ハローワーク関連の政府方針

出典：図表 6-1に同じ
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ママが両方とも育児休暇を取った場合の手取りが 10割になるとい
う改正や、短時間勤務をして手取りが減る方の短時間の育児の給付
金を導入するといった改正が当時盛り込まれ、これらを盛り込んだ
雇用保険法の改正が進められているとのことであった（なお、この
改正雇用保険法は 2025年 4月から施行されている）。

6-8　意見交換の概要

　主な意見交換としてはまず、ハローワークにおける長期的な職員
数の減少傾向が議論された。すなわち、図表 6-21にみられるよう
に、ハローワークの職員数は地方事務官制度の廃止などに伴って
2000年（平成 10年）代に急速に減少し、その後も職員数は漸減

図表6-21　ハローワークの職員数等の推移

出典： 厚生労働省職業安定局（2024）「公共職業安定所 (ハローワーク )の主
な取組と実績」、p.47、厚生労働省 HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/hellowork.html、2025 年
3月 19日最終閲覧）
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してきている。それ以降は、景気変動の波とともに主に非正規労働
者で構成される相談員数は増加と減少を繰り返して推移し、現在は
1万人ほどの職員に対して相談員は約 2万人であるが、希望する相
談員は正規職員として雇用されるように国としても働きかけている
ところとのことであった。
　なお、この点はさきの 6-1節でも触れたが、職員数に関しては職
員 1人当たり労働力人口及び失業者数を比較すると、ハローワー
クの職員数は欧州主要国の 1/3～ 1/10程度ではないかとの見解が
示されていたが、図表 6-22にあるように、あらためて厚生労働省
の資料で主要国の職業紹介機関の体制を確認すると、日本では諸外
国に比して正規職員数（1万人）で見ると一人当たり 6,700人超の

図表6-22　主要国の職業紹介機関の体制

出典： 厚生労働省職業安定局（2024）「公共職業安定所 (ハローワーク )の主
な取組と実績」、p.48、厚生労働省 HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/hellowork.html、2025 年
3月 19日最終閲覧）
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労働者数をカバーしており、また正規職員と非正規職員を合算（約
3万人）してみても一人当たり 2,300人超の労働者数をカバーする
ことになっており、確かに希望する相談員にはより一層の正規職員
化の機会を増やすなどハローワークでも人員の拡充が今後図られる
ことが望ましいことがうかがえる。
　次に、ハローワークの役割の 1つである「雇用対策」（図表 6-1
のハローワークの概要を参照）のなかの「雇用管理改善支援」につ
いて、これが求人と求職の双方のマッチングをする時の労働条件の
緩和にも踏み込んだものになっているかという点について、質疑応
答がなされた。この点については、ハローワークとしてもどういっ
た求人がマッチングしないのかというノウハウがあることから、こ
うした層が欲しいのであればこうした処遇が必要、また、こうした
制度があれば賃金が低くとも応募者が出る傾向があるといった形
で、求人条件をきっかけにした企業のコンサルティングはしている
とのことであった。
　また、図表 6-20の「ハローワーク関連の政府方針」にある「職
務給の導入（給与制度や雇用制度の労働市場での可視化）」につい
ても質疑応答がなされた。この点については、労働市場の見える
化の取組として、企業の仕事の見える化については「ジョブタグ
（jobtag）」で求人情報にはない情報を掲載し、企業の労働環境の見
える化については「しょくばらぼ」を通じて公開することで、仲介
者がいなくても労働市場がワークする仕組みを並行して構築してい
るとのことであった。また、ハローワークでも求人票やホームペー
ジではうかがえない職場の雰囲気などを企業訪問を通じて足で情報
をとってくるようにはしてきているとのご意見が出された。
　この点について本研究会の委員からは、そうしたことを自治体と
今後やるのがいいのではないか、また、国の特定求職者雇用開発助
成金（特開金と略される）の活用に対応するような雇用の内容にす
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るための企業の具体的な就業規則の改正の指導なども行える専門家
の派遣を企業にされるといいのではないかとのご意見があった。ま
た、「ジョブタグ（jobtag）」で求人情報にはない情報を掲載するの
はよいが、そうした求人とは異なる形で、地域の企業とつながって
いる自治体とハローワークが一体となってインターンシップ（職場
見学等）の実施や詳細な仕事情報（＝就労条件、労働環境、仕事内
容）の提供をするなど、職業紹介の前段としてこうしたことの実施
を考えられたらどうかというご意見も見られた。また、ハローワー
クの相談員が通常行うような「（給付の）手続の相談」と自治体や
福祉の現場で行うような「生活や就労の（中身の）相談」とはちが
うものではないかという指摘もなされた。
　さらに、一体的実施事業（6-4節）で国と自治体が窓口を並べる
だけではなく、両者の職員の間での共同的な動きや相互の窓口への
誘導や人事交流などはあるのかという点についても質疑応答がなさ
れた。この点については、ハローワークでも生活支援などで助走を
してから就職支援に結びつけていく必要がある方や、基本的なコ
ミュニケーションに問題があるためそうした練習が必要な方が増え
ており、従来型の職業紹介だけでは不十分になってきているとの認
識は持っていることから、現在は課題解決型の支援をしていこうと
しているとのことであった。ただ、こうした業務を現在の職員体制
のもとで相談員に担わせることは困難であるため、常勤職員のテコ
入れをはじめ職員の増員をしていただいているとのことであった。
また、一体的実施事業については、ただ窓口を並べて隣を案内する
というだけではなく、御本人の了解を得てその場で個人情報も一緒
にシェアをして、一緒にこの支援計画を立てるといったことをやっ
ているところもあるとのことであった。
　地方版ハローワーク（6-5節）については、自治体の行う無料職
業紹介事業を基本的には地方版ハローワークと呼ぶこと、一体的実
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施事業にはそれに伴う必要な補助がつくが地方版ハローワークへの
補助は基本的にはつかないことなども議論された。
　また、ハローワークの今後の方向性として、職業紹介業務のオン
ライン化と個別化の必要性については本研究会の委員から指摘され
たことと同じような認識を持っているが（図表 6-18参照）、選択
肢として誰でもオンラインで予約して、オンラインで連絡できる環
境をつくっていく必要はあると考えているとのことであった。た
だ、現状はオンラインでの相談件数はまだ極めて少なく、徐々に増
えてはいるが、新卒の方がネットを使うのに慣れているため、それ
で行いたいと言われたら実施することもあるという。あるいは、子
育て中のシングルマザーの方が家を出られないため家で行いたいと
言われたら実施することもあるとのことであった。そういった個別
にニーズがあれば当然応じるが、ハローワークに来る方は来たくて
来ているところがあり、何となく不安で話を聞いてほしい、いろい
ろと話を聞いてほしいという方々のニーズもあり、そこを無理して
オンラインでという対応はしていないということであった。ただ、
そうした通信環境はもっと広げたほうがいいとは考えているため、
2024年度以降は全ハローワークでオンラインで予約ができるよう
に、オンラインですぐ Zoomにつなげるようにするなど、そういっ
た環境づくりは一方では進めているということであった。
　また、就労困難者へのアウトリーチについても質疑応答があった。
この点については、ハローワークでは仕事のマッチングに重きをお
いているため、地域で生活支援を担う方々とより連携を深めて、就
労へのパスをつくっていく、どこかのタイミングでハローワークに
バトンを渡してもらうというつながりをつくっていくということが
今後重要ではないかとのご意見が聞かれた。
　その他、意見交換の中では、働き手がいないという状況はどの自
治体にも将来必ず訪れることから、いかに労働市場から遠い人が働
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ける仕組みができるかということは、自治体にとってまた別の意味
での財産になると思われる。そのため、そうしたことにもこれから
もっと力を入れていって、今までであれば自然体では労働市場に来
なかった人々をいかにして引っ張っていくか、非常に手間もかかる
が、そうしたこともやっていく必要があると思われるため、そうし
た点は自治体とも連携できるスペースがたくさんあるのではないか
との意見も聞かれた。

6-9　考察

　最後に、本章では本書のテーマである国と自治体との連携（就労
支援の包括化）、地域との連携（就労支援の総合化）という観点か
ら 3つの論点を提示しておきたい。
　まず、1つには国全体のマクロの視点から就労困難者の増加を数
量的に認識した上で、国レベルでそれへの対策を強化しつつあるの
ではないかという点である。ハローワークとしても求職者に占める
就職困難者数は年々増加傾向にあることから、きめ細かな支援の充
実が必要との考えが示されていた。具体的には、障害者、母子世帯
の母、生活保護受給者、フリーター、刑務所出所者、高齢者に加えて、
コミュニケーションに困難を抱える者、長期失業者（不採用を繰り
返す者など）等、就職の困難な者への対応が必要との認識が示され、
その対策の強化が次第にはかられつつあることが示されていたので
ある。今後、こうした就労困難者への対応には当然ながら地域で福
祉行政を担う自治体との連携が非常に有効と考えられるのである。
　2つには、国と自治体との連携の取組が少なくとも雇用対策協定、
一体的実施事業、地方版ハローワークという形で、徐々にではある
が進んできているのではないかということである。例えば、五石
（2023）によれば、欧州諸国では労働行政の地方分権が進むか、現
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場レベルでの組織面での労働と福祉の窓口の一元化が進んでおり、
また、本書の第 7章の武田論文によるとドイツでも国主導のジョ
ブセンターか自治体主導のジョブセンターが地域にあり、国と自治
体の労働行政における連携が見られるという。わが国の取組もこう
した動きとある意味では共通する面もあるのではないだろうか。
　3つには、今回の報告では、ハローワークもまた地域の自治体や
組織との連携を強化する方向を示していたという点である。この点
は、すでに本章の 6-7節および図表 6-19でみたように、ハローワー
クと都道府県にある労働局もまた、地域の経済団体や業界団体、ま
たは報道機関、公共機関の方々と連携をしながら、地域のニーズを
酌み取ってマッチングをしていく取組を現在進めているとのことで
あった。国のハローワークなどによる職業紹介や基本手当や雇用保
険二事業がナショナルスタンダードだとすれば、それへの上乗せ・
横出しのサービスを国と自治体が連携することでいかにして実施可
能なのかは今後より一層重要な論点となろう。
　ただし、わが国では従来から実施されてきた雇用保険を主な財源
とする労働市場政策（＝事後的な失業手当の給付や職業紹介事業な
ど）が重視されている一方で、一般財源を主な財源とする積極的労
働市場政策（＝事前的な職業教育や教育訓練投資、その受給期間中
の生活費支給等）の多くは OECDの分析や先行研究を見る限りで
は未実施であり、これらの充実が今後も引き続き重要な政策課題と
なるであろう。
　加えて、詳細は本書の第 1章の五石論文をご参照いただきたいが、
先進諸国の多くが失業扶助等を前提に現金給付を伴う就労支援を実
施しているのに対し、日本では現金給付を伴わない就労支援（生活
困窮者自立支援など）が依然として多い。加えて、日本の公共職業
安定機関では支援の個別化（＝個人の生涯を通じた履歴を十分に踏
まえた個別的支援、福祉サービスをも組み合わせた包括的支援、就
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労後も関係を持ち続ける継続的支援など）が十分に進んでいないの
に対して、先進諸国の多くでは一般就労が可能な人々にはオンライ
ンによる支援を強化しつつ、就労困難者への支援の個別化を重点的
に行うことが国際的な潮流であるとすれば、いまだ積み残された課
題は数多いようにも思われる。
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